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２－（2） 医療的ケアを中心とした平成 25 年度通所事業の検討 
 

研究分担者  宮﨑信義  久山療育園重症児者医療療育センター センター長 
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Ａ．研究目的 

重症児者通園の医療度や医療ニーズが入所の

重症児者と比較しても決して軽くないことは、

これまでの調査で判明している。平成 24 年度か

ら久山療育園でも家庭介護を担う保護者の年齢 

 

が平均 60 歳を超え、従って利用者も高年齢化の

傾向が見られる。特に平成 24 年度以来の通所登

録者は、特別支援学校卒業に伴って「準・超重

症児者」の新規登録数が増加し、特に呼吸障害・

研究要旨 久山療育園の平成 25 年度の通所事業の登録者 68 名について、医療的ケア、主な原因疾

患、障害発生時期、スコア別の通所に至る経緯（紹介機関）、療育内容について調査し考察した。

事業別では、「生活介護事業」（18 歳以上）52 名、「放課後等デイサービス事業」（18 歳未満）10 名、

「児童発達支援事業」（幼児・未就学児）6名で、18 歳以上 52 名のうち 2名が死亡し 1名が他施設

に入所した。平成 25 年度の通所利用者について発生時期と主な原因疾患の関連では、超重症児者

（Ⅰ群）7名では先天性福山型筋ジストロフィー症が 4名（うち 1名が死亡）と超重症児者の過半

数を占め、呼吸不全については人工呼吸 4名、非浸襲的陽圧換気療法（NPPV）2名が人工呼吸ケア

を必要としていた。 

障害が顕在化した時期を「障害発生時期」としたが、超重症児者（Ⅰ群）7名では胎生期 5名・

周産期 1名・後障害 1名であった。準超重症児者（Ⅱ群）18 名では胎生期 10 名・周産期 3名・後

障害 5名であり、1・Ⅱ群では胎生期の先天性異常・代謝障害などが多数を占めた。スコア 6～9点

（Ⅲ群）22 名では、胎生期 9 名・周産期 6 名・後障害 7 名であった。スコア 6 点未満（Ⅳ群）21

名では、胎生期 11 名・周産期 6名・後障害 4名であった。 

重度障害児スコアによる各群の NICU 既往の割合では、Ⅰ群 2 名（3％）、Ⅱ群 10 名（15％）、Ⅲ

群 8 名（12％）、Ⅳ群 7 名（10％）で総数 68 名では 27 名（40％）であり、現在の医療的重症度と

NICU 既往の頻度に相関は認められなかった。 

医療度を決定する因子として、呼吸障害ないしは呼吸不全（人工呼吸・気管切開・酸素療法・吸

引・吸入）が占める割合が大きく、その他の因子としては腸瘻・胃瘻を介しての経管栄養があり、

中心静脈栄養（10 点）及び継続する透析（10 点）は稀であった。 

 通所に至る経緯（紹介機関）では、医療機関が 23 名（34％）、特別支援学校 27 名（39％）、施設

12 名（18％）、知人から 6 名（9％）であり、特に特別支援学校卒業後からの通所利用が多くまた

この群に医療度の高い登録者が目立った。スコア別では超重症児者・準重症児者では医療機関・特

別支援学校を経由した登録者が多く、スコア 9点以下では特定の傾向は見られなかった。 

 通所利用者の療育内容では、理学療法 68 名（100％）・作業療法 24 名（35％）・感覚入力 44 名

（65％）・遊戯療法 24 名（35％）であった。スコア別で超重症児者・準重症児者では、理学療法と

感覚入力が主で、スコア 9点以下では療育内容全体に渡る利用が見られ、特に医療度が軽くなるに

従って作業療法と遊戯療法の利用頻度が増加していた。 

 平成 25 年度の通所事業についての経営評価では、総費用（支出）のうち人件費が 87.8％を占め、

その収入の殆どを人件費が占めていた。収支の均衡を図る為の施設・法人からの持ち出しに未だ依

存している実状である。また人件費以外の支出で送迎費用が活動費を上回っていることも送迎の必

要性の度合いを示していると考えられた。 
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呼吸不全が多く、在宅人工呼吸器使用や NPPV

（非浸襲的陽圧換気療法）などの呼吸管理や気

管切開処置、頻回吸引、呼吸器感染症が日常的

になっている。その他けいれん発作の頻発や摂

食機能障害（経管栄養や胃瘻造設）など多くの

合併症対策が不可欠である。平成 25 年度は更に

特別支援学校卒業後の医療度（重度障害児スコ

ア）が高い通所利用登録者が増加し高年齢化・

重度化の傾向が顕著になっている。これらの在

宅重症児者の医療ニーズや療育ニーズに焦点を

絞り通所事業の有用性を検討したい。また平成

2 年にモデル事業が開始され「重症児者通園事

業」が開始されたが、初年度からの参加施設と

して、モデル事業開始以来の 162 名の登録者調

査とも合わせ、新体系下における通所事業の適

切な医療的対応と今後予定されている「障害者

総合支援法」に向けての具体的な提言をしてい

きたい。 

 

Ｂ．研究方法と対象 

【研究期間】○平成 25 年 4 月～平成 26 年 1 月 

【研究対象】○久山療育園通所事業計 68 名 

「生活介護事業」（18 歳以上）  52 名  

「放課後等デイサービス事業」（児童）10 名 

「児童発達支援事業」（幼児・未就学児）6名 

【研究方法】 

（1）平成 25 年度「障害者総合支援法」施行に

よる重症児者医療福祉の変化 

①重度化する医療度について個々のスコア別

（Ⅰ～Ⅳ群）の医療内容と転帰（呼吸管

理、胃瘻・腸瘻など）について聞き取り

調査及び診療情報提供書等による調査を

継続した。 

○重度障害児スコアによる群別分類： 

Ⅰ群（超重症児者）＝Score 25 点以上、 

Ⅱ群（準超重症児者）＝Score 10～24 点、

Ⅲ群；Score 6～9 点、 

Ⅳ群；Score 6 点未満 

②群別の評価 

○重度化する医療度について個々のスコアご

との原因発生時期及び NICU 既往、転帰（呼

吸管理、胃瘻・腸瘻など）について調査を

継続した。 

（2）「障害者総合支援法」施行による重症児者

福祉サービスの変化 

①通所事業に至る紹介機関 

②通所事業運営の評価：平成 25 年度の予算・

決算の対比と人件費率 

③児童発達支援事業の施行評価：調査票に基

づく医療療育評価 

 

Ｃ．研究結果及び考察 

（1）平成 25 年度「障害者総合支援法」施行に

よる重症児者医療福祉の変化 

 平成 25 年度登録者は 68 名で、年齢分布は 2

歳～51 歳（平均年齢 24 歳）、男女比は男性 37

名、女性 31 名であった。 

久山療育園の平成 25 年度の通所事業の登録

者 68 名について、医療的ケア、主な原因疾患、

障害発生時期、スコア別の通所に至る経緯（紹

介機関）、療育内容について調査し考察した。事

業別では、「生活介護事業」（18 歳以上）52 名、

「放課後等デイサービス事業」（18 歳未満）10

名、「児童発達支援事業」（幼児・未就学児）6

名で、18 歳以上 52 名のうち 2 名が死亡し 1 名

が他施設に入所した。 

①平成25年度通所利用者の医療的ケア（表1） 

平成 25 年度の通所利用者について発生時

期と主な原因疾患の関連では、超重症児者（Ⅰ

群）7 名では先天性福山型筋ジストロフィー

症が 4例（うち 1名が死亡）と超重症児者の

過半数を占め、呼吸不全については人工呼吸

4名、NPPV2名が呼吸ケアを必要としていた。 

個々の主な医療処置については気管切開が

14 名（20.6％）、胃瘻（10 名）・腸瘻（3名）

計 13 名（19.1％）、経管栄養（胃瘻・腸瘻を

含む）28 名（41.2％）であり、平成 24 年度

から増加が目立った重度化を示している。超

重症児者・準超重症児者が急増した主な理由

は特別支援学校卒業後の通所利用によるが、

これは医療度の高い生徒を特別支援学校が担

当していることを物語っている。 
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②スコア別の主因とされる原因疾患（表 2） 

 
 
平成 25 年度の通所利用者についてスコア

別の重症度と主な原因疾患の関連では、超重

症児者（Ⅰ群）7 名では先天性福山型筋ジス

トロフィー症が 4例（うち 1名が死亡）と超

重症児者の過半数を占め、呼吸不全について

は人工呼吸 4 名、NPPV2 名が呼吸ケアを必要

としていた。またⅠ・Ⅱ群では新生児仮死や

福山型筋ジストロフィー症をはじめとする先

天性疾患の頻度が高い傾向が認められた。 

 全体の原因疾患分布では、新生児仮死・低

酸素性脳症が 15 名（22％）、感染症関連 8名

（12％）、先天性疾患 29 名（42％）、低出生体

重児 6名（9％）、急性脳症 2名（3％）、てん

かん 4名（6％）等であった。 

③スコア別の障害発生時期（表 3） 

障害が顕在化した時期を「障害発生時期」

としたが、全体の分布は胎生期 35 名（51％）・

周産期 16 名（24％）・後障害 17 名（25％）で

あった。 

障害が顕在化した時期を「障害発生時期」

としたが、超重症児者（Ⅰ群）7 名では胎生

期 5名・周産期 1名・後障害 1名であった。

準超重症児者（Ⅱ群）18 名では胎生期 10 名・

周産期 3名・後障害 5名であり、Ⅰ・Ⅱ群で

は胎生期の先天性異常・代謝障害などが多数

を占めた。スコア 6～9 点（Ⅲ群）22 名では、

胎生期 9名・周産期 6名・後障害 7名であっ

た。スコア 6点未満（Ⅳ群）21 名では、胎生

期 11 名・周産期 6名・後障害 4名であった。 

 

④スコア別群の NICU 既往（表 3） 

重度障害児スコアによる各群の NICU 既往

の割合では、Ⅰ群2名（3％）、Ⅱ群10名（15％）、

Ⅲ群 8 名（12％）、Ⅳ群 7 名（10％）で総数

68 名では 27 名（40％）であり、現在の医療

的重症度と NICU 既往の頻度に相関は認めら

れなかった。これは NICU 長期滞留者の対策が

検討されつつも、NICU の医療や発達に果たす

役割の大きさや、地域によっては困難があり

つつも在宅への受け入れに保護者が積極的で

あることを示すものだと考えられた。 

（2）「障害者総合支援法」施行による重症児者

福祉サービスの変化 

①通所に至る経緯（紹介機関）（表 4） 
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 通所に至る経緯（紹介機関）では、医療機

関が23名（34％）、特別支援学校27名（39％）、

施設 12 名（18％）、知人から 6名（9％）であ

り、特に特別支援学校卒業後からの通所利用

が多くまたこの群に医療度の高い登録者が目

立った。スコア別では超重症児者・準超重症

児者では医療機関・特別支援学校を経由した

登録者が多く、スコア 9点以下では特定の傾

向は見られなかった。 

②通所利用者の療育内容（表 5） 

 通所利用者の療育内容では、理学療法 68

名（100％）・作業療法 24 名（35％）・感覚入

力 44 名（65％）・遊戯療法 24 名（35％）であ

った。スコア別では超重症児者・準超重症児

者では、理学療法と感覚入力が主で、スコア

9 点以下では療育内容全体に渡る利用が見ら

れ、特に医療度が軽くなるに従って作業療法

と遊戯療法の利用頻度が増加していた。 

③在宅支援の中心となる通所事業の運営状況

評価（表 6） 

 

 平成 25 年度の通所事業についての経営評

価では、費用（支出）総計 67,100,235 円のう

ち人件費が 58,920,397 円（87.8％）を占め、

収入の健全化の指標となる給付費・利用者負

担等の収入は 65,393,600 円であり、その収入

の殆どを人件費が占めていた。収支の均衡を

図る為の施設・法人からの持ち出し

2,113,369 円に未だ依存している実状である。

また人件費以外の支出で送迎費用が

3,395,420 円であり活動費 3,214,400 円を上

回っていることも送迎の必要度が高いことを

示している。特に医療度が高い利用者や移動

支援にあたる複数の援助者や社会資源が乏し

い在宅の重症児者では通所利用を可能とする

要素だと言える。 

④児童発達支援事業の施行評価 

 児童発達支援事業は平成 24 年度に事業認

可を受けたが、平成 25 年度から実質的に稼働

した。対象は 2～6 歳の就学前の児童で医療的

ケアや発達支援等の保護者の期待が大きく、

個々のニーズによるリハビリテーションや言

語療法・遊戯療法を主に事業を行った。重度

障害児スコアからは準超重症児が 2人とスコ
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ア 6点が 1人・スコア 3点が 3人と幅広い分

布であったが、発達が顕著な時期であり、年

間を通して知的障害及び身体障害の改善が認

められた。今後具体的で詳細な評価を行って

行きたい。 

⑤在宅支援の柱としての通所事業の役割 

在宅支援の三本柱としての通所事業の役割

は大きく、短期入所事業や訪問事業と共に在

宅を可能にしている大きな要素であることが

今回の調査でも確認された。在宅支援をより

有効かつ適宜に実施するために以下の地域連

携の拡充が必要とされる。当園でもオリジナ

ルサポートブックの活用や診療情報提供書の

授受により、個別支援計画や医療福祉情報の

共有を行っている。また福岡県内（中央部）

の医療ネットワークの機能の整備も手掛けら

れ、重症心身障害医療機関やバックアップ病

院、家庭医の連携を重視している。 

訪問事業等の充実も利用者のニーズに従っ

て計画しており、現在は地域の訪問看護ステ

ーションや保育所と連携しつつ、これらの社

会資源が乏しい地域については訪問看護とヘ

ルパー又は保育士の派遣を同時に利用できる

ことを企画している。 

 

Ｄ．結論 

1.久山療育園の平成 25 年度の通所事業の登録

者 68 名及びモデル事業開始以来の 24年間の

登録者について、医療的ケア、主な原因疾患、

障害発生時期、スコア別の通所に至る経緯

（紹介機関）、療育内容について調査した。

課題研究の結果、Ａ型通園事業から「障害者

総合支援法」下の通所事業に繋がる通所医療

療育の実状と課題について提言した。 

2.事業別では、「生活介護事業」（18 歳以上）52

名、「放課後等デイサービス事業」（18 歳未満）

10 名、「児童発達支援事業」（幼児・未就学児）

6名で、18 歳以上 52 名のうち 2名が死亡し 1

名が他施設に入所した。 

3.平成 25 年度の通所利用者について発生時期

と主な原因疾患の関連では、超重症児者（Ⅰ

群）7 名では先天性福山型筋ジストロフィー

症が 4例（うち 1名が死亡）と超重症児者の

過半数を占め、呼吸不全については人工呼吸

4名、NPPV2 名が呼吸ケアを必要としていた。 

4. 重度障害児スコアによる各群の NICU 既往の

割合では、Ⅰ群 2名（3％）、Ⅱ群 10 名（15％）、

Ⅲ群 8 名（12％）、Ⅳ群 7 名（10％）で総数

68 名では 27 名（40％）であり、現在の医療

的重症度と NICU 既往の頻度に相関は認めら

れなかった。 

5. 通所に至る経緯（紹介機関）では、医療機関

が 23 名（34％）、特別支援学校 27 名（39％）、

施設 12 名（18％）、知人から 6 名（9％）で

あり、特に特別支援学校卒業後の通所利用が

多くまたこの群に医療度の高い登録者が目

立った。 

6. 通所利用者の療育内容では、理学療法 68 名

（100％）・作業療法 24 名（35％）・感覚入力

44 名（65％）・遊戯療法 24 名（35％）であっ

た。スコア別では超重症児者・準超重症児者

では、理学療法と感覚入力が主で、スコア 9

点以下では療育内容全体に渡る利用が見ら

れ、特に医療度が軽くなるに従って作業療法

と遊戯療法の利用頻度が増加していた。 

7. 平成 25 年度の通所事業についての経営評価

では、総費用（支出）のうち人件費が 87.8％

を占め、収入の健全化の指標となる給付費・

利用者負担等の収入は 65,393,600 円であり、

その収入の殆どを人件費が占めている。収支

の均衡を図る為の施設・法人からの持ち出に

未だ依存している実状である。また人件費以

外の支出で送迎費用 3,395,420 円が活動費

3,214,400 円を上回っていることも送迎の必

要性の度合いを示している。 
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